
※この法令は廃止されています。

平成十三年経済産業省令第百三号

独立行政法人日本貿易保険の業務運営及び人事管理に関する省令

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）及び独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（平

成十二年政令第三百二十六号）の規定に基づき、独立行政法人日本貿易保険の業務運営に関する省令を次のように定める。

（監査報告の作成）

第一条　独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）に係る独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第十九条第四

項の規定により主務省令で定める事項については、この条の定めるところによる。

２　監事は、その職務を適切に遂行するため、次に掲げる者との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めなければならな

い。この場合において、役員（監事を除く。第一号及び第五項において同じ。）は、監事の職務の執行のための必要な体制の整備に留意

しなければならない。

一　日本貿易保険の役員及び職員

二　その他監事が適切に職務を遂行するに当たり意思疎通を図るべき者

３　前項の規定は、監事が公正不偏の態度及び独立の立場を保持することができなくなるおそれのある関係の創設及び維持を認めるものと

解してはならない。

４　監事は、その職務の遂行に当たり、必要に応じ、日本貿易保険の他の監事その他これに相当する者との意思疎通及び情報の交換を図る

よう努めなければならない。

５　監査報告には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一　監事の監査の方法及びその内容

二　日本貿易保険の業務が、法令等に従って適正に実施されているかどうか及び中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施さ

れているかどうかについての意見

三　日本貿易保険の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保するための体制その他日本貿易保険の業務の適正を確保するための

体制の整備及び運用についての意見

四　日本貿易保険の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大な事実があったときは、その事実

五　監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由

六　監査報告を作成した日

（監事の調査の対象となる書類）

第二条　日本貿易保険に係る通則法第十九条第六項第二号に規定する主務省令で定める書類は、貿易保険法（昭和二十五年法律第六十七

号）及び貿易保険法施行令（昭和二十八年政令第百四十一号）の規定に基づき経済産業大臣に提出する書類とする。

（業務方法書の記載事項）

第三条　日本貿易保険に係る通則法第二十八条第二項の主務省令で定める業務方法書に記載すべき事項は、次のとおりとする。

一　貿易保険法第三章の規定による貿易保険の事業に関する事項

二　貿易保険法第十三条第二項各号及び第十四条に規定する再保険に関する事項

三　業務委託の基準

四　競争入札その他契約に関する基本的事項

五　その他日本貿易保険の業務の執行に関して必要な事項

（中期計画の認可の申請）

第四条　日本貿易保険は、通則法第三十条第一項の規定により中期計画の認可を受けようとするときは、中期計画を記載した申請書を、当

該中期計画の 初の事業年度開始の日の三十日前までに（日本貿易保険の 初の事業年度の属する中期計画については、日本貿易保険の

成立後遅滞なく）、経済産業大臣に提出しなければならない。

２　日本貿易保険は、通則法第三十条第一項後段の規定により中期計画の変更の認可を受けようとするときは、変更しようとする事項及び

その理由を記載した申請書を経済産業大臣に提出しなければならない。

（中期計画の記載事項）

第五条　日本貿易保険に係る貿易保険法第十六条第二項の規定により読み替えられた通則法第三十条第二項第七号に規定する主務省令で定

める業務運営に関する事項は、次のとおりとする。

一　施設及び設備に関する計画

二　人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

（年度計画）

第六条　日本貿易保険に係る通則法第三十一条第一項の年度計画には、中期計画に定めた事項に関し、当該事業年度において実施すべき事

項を記載しなければならない。

２　日本貿易保険は、通則法第三十一条第一項後段の規定により年度計画を変更したときは、変更した事項及びその理由を記載した届出書

を経済産業大臣に提出しなければならない。

（業務実績等報告書）

第七条　日本貿易保険に係る通則法第三十二条第二項の報告書には、当該報告書が次の表の上欄に掲げる報告書のいずれに該当するかに応

じ、同表の中欄に掲げる項目ごとに同表の下欄に掲げる事項を記載しなければならない。

事業年度における業務の実績及び

当該実績について自ら評価を行っ

た結果を明らかにした報告書

当該事業

年度に係

る年度計

画に定め

た項目

一　当該事業年度における業務の実績。なお、当該業務の実績は、当該項目が通則法第二十九

条第二項第二号に掲げる事項に係るものである場合には次のイからニまで、同項第三号から第

五号までに掲げる事項に係るものである場合には次のイからハまでに掲げる事項を明らかにし

たものでなければならない。

イ　中期計画及び年度計画の実施状況

ロ　当該事業年度における業務運営の状況

ハ　当該項目に係る指標がある場合には、当該指標及び当該事業年度の属する中期目標の期間

における当該事業年度以前の毎年度の当該指標の数値

ニ　当該事業年度の属する中期目標の期間における当該事業年度以前の毎年度の当該項目に係

る財務情報及び人員に関する情報
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二　当該項目が通則法第二十九条第二項第二号から第五号までに掲げる事項に係るものである

場合には、前号に掲げる業務の実績について日本貿易保険が評価を行った結果。なお、当該評

価を行った結果は、次のイからハまでに掲げる事項を明らかにしたものでなければならない。

イ　評定及び当該評定を付した理由

ロ　業務運営上の課題が検出された場合には、当該課題及び当該課題に対する改善方策

ハ　過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある

場合には、その実施状況

中期目標の期間の終了時に見込ま

れる中期目標の期間における業務

の実績及び当該実績について自ら

評価を行った結果を明らかにする

報告書

中期計画

に定めた

項目

一　中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績。なお、当該業

務の実績は、当該項目が通則法第二十九条第二項第二号に掲げる事項に係るものである場合に

は次のイからニまで、同項第三号から第五号までに掲げる事項に係るものである場合には次の

イからハまでに掲げる事項を明らかにしたものでなければならない。

イ　中期目標及び中期計画の実施状況

ロ　当該期間における業務運営の状況

ハ　当該項目に係る指標がある場合には、当該指標及び当該期間における毎年度の当該指標の

数値

ニ　当該期間における毎年度の当該項目に係る財務情報及び人員に関する情報

二　当該項目が通則法第二十九条第二項第二号から第五号までに掲げる事項に係るものである

場合には、前号に掲げる業務の実績について日本貿易保険が評価を行った結果。なお、当該評

価を行った結果は、次のイからハまでに掲げる事項を明らかにしたものでなければならない。

イ　評定及び当該評定を付した理由

ロ　業務運営上の課題が検出された場合には、当該課題及び当該課題に対する改善方策

ハ　過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある

場合には、その実施状況

中期目標の期間における業務の実

績及び当該実績について自ら評価

を行った結果を明らかにする報告

書

中期計画

に定めた

項目

一　中期目標の期間における業務の実績。なお、当該業務の実績は、当該項目が通則法第二十

九条第二項第二号に掲げる事項に係るものである場合には次のイからニまで、同項第三号から

第五号までに掲げる事項に係るものである場合には次のイからハまでに掲げる事項を明らかに

したものでなければならない。

イ　中期目標及び中期計画の実施状況

ロ　当該期間における業務運営の状況

ハ　当該項目に係る指標がある場合には、当該指標及び当該期間における毎年度の当該指標の

数値

ニ　当該期間における毎年度の当該項目に係る財務情報及び人員に関する情報

二　当該項目が通則法第二十九条第二項第二号から第五号までに掲げる事項に係るものである

場合には、前号に掲げる業務の実績について日本貿易保険が評価を行った結果。なお、当該評

価を行った結果は、次のイからハまでに掲げる事項を明らかにしたものでなければならない。

イ　評定及び当該評定を付した理由

ロ　業務運営上の課題が検出された場合には、当該課題及び当該課題に対する改善方策

ハ　過去の報告書に記載された改善方策のうちその実施が完了した旨の記載がないものがある

場合には、その実施状況

２　日本貿易保険は、前項に規定する報告書を経済産業大臣に提出したときは、速やかに、当該報告書をインターネットの利用その他の適

切な方法により公表するものとする。

（内部組織）

第八条　日本貿易保険に係る通則法第五十条の六第一号に規定する離職前五年間に在職していた当該中期目標管理法人の内部組織として主

務省令で定めるものは、現に存する理事長の直近下位の内部組織として主務大臣が定めるもの（次項において「現内部組織」という。）

であって再就職者（離職後二年を経過した者を除く。次項において同じ。）が離職前五年間に在職していたものとする。

２　直近七年間に存し、又は存していた理事長の直近下位の内部組織（独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第六

十六号）の施行の日以後のものに限る。）として主務大臣が定めるものであって再就職者が離職前五年間に在職していたものが行ってい

た業務を現内部組織（当該内部組織が現内部組織である場合にあっては他の現内部組織）が行っている場合における前項の規定の適用に

ついては、当該再就職者が離職前五年間に当該現内部組織に在職していたものとみなす。

（管理又は監督の地位）

第九条　日本貿易保険に係る通則法第五十条の六第二号に規定する管理又は監督の地位として主務省令で定めるものは、職員の退職管理に

関する政令（平成二十年政令第三百八十九号）第二十七条第六号に規定する職員が就いている官職に相当するものとして主務大臣が定め

るものとする。

附　則

１　この省令は、平成十三年四月一日から施行する。ただし、附則第二項の規定は、公布の日から施行する。

２　貿易保険法の一部を改正する法律（平成十一年法律第二百二号）附則第七条第三項の規定による評価に関する庶務は、経済産業省貿易

経済協力局貿易保険課において処理する。

附　則　（平成二六年九月二九日経済産業省令第五一号）

この省令は、貿易保険法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十六年十月一日）から施行する。

附　則　（平成二七年三月三〇日経済産業省令第一七号）

（施行期日）

第一条　この省令は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第六十六号。次条において「通則法改正法」という。）

の施行の日（平成二十七年四月一日）から施行する。

（業務実績等報告書に係る経過措置）

第二条　通則法改正法附則第八条第一項の規定により旧中期目標が新中期目標とみなされる場合におけるこの省令による改正後の独立行政

法人日本貿易保険の業務運営及び人事管理に関する省令（平成十三年経済産業省令第百三号）第七条の規定の適用については、同条の表

中「通則法第二十九条第二項第二号に」とあるのは「旧通則法第二十九条第二項第三号に」と、「同項第三号から第五号」とあるのは「同

2



項第二号、第四号及び第五号」と、「通則法第二十九条第二項第二号から第五号」とあるのは「旧通則法第二十九条第二項第二号から第

五号」と読み替える。

附　則　（平成二九年三月二九日経済産業省令第二八号）

この省令は、平成二十九年四月一日から施行する。
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